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Ⅰ 本稿の趣旨 

 

近時、融資先が経営危機に陥った際の追加融

資について、銀行の取締役に対し民事上の損害

賠償責任又は刑事上の責任を認める最高裁判所

の判断が相次いでいる(1)。とりわけ「経営判断

の原則」の文言を最高裁として初めて用いた北

海道拓殖銀行特別背任事件（最決平成２１年１

１月９日。以下「本件決定」という。）では、「…

融資業務に際して要求される銀行の取締役の注

意義務の程度は一般の株式会社取締役の場合に

比べ高い水準のものである…」と判示された。

本件決定は、融資における取締役の注意義務の

程度について一般の株式会社と銀行とを比較し

たものであって、金融機関相互の比較、例えば

銀行の取締役と協同組織金融機関の理事とで融

資における注意義務の程度が異なるか否かにつ

いては、もとより判示していない。 

他方、協同組織金融機関の在り方について、

平成２１年６月、金融審議会金融分科会第二部

会協同組織金融機関のあり方に関するワーキン

グ・グループによる中間論点整理報告書(2)（以

下「中間報告書」という。）が公表された。中小

企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨

時措置に関する法律（平成２１年法律第９６号。

以下単に「円滑化法」という。）の施行状 

 

況に関し、平成２２年９月末日までの中小企業

者の申込件数を金融機関の業態別にみると、地

域銀行の５１万２６２８件（構成比４５．２％、

金額１４兆７０７０億円）に次ぎ、協同組織金

融機関の代表格である信用金庫が３８万５０６

７件（構成比３４．０％、金額７兆１３４９億

円）と第２位を占めている(3)。この結果及び後

記Ⅴ１（１）でその一部を紹介する中間報告書

の指摘にみられるように、中小企業金融におい

て、信用金庫は重要な役割を果たしている。 

本稿は、融資における注意義務の程度につい

て、銀行の取締役と信用金庫の理事との間に相

違があるか否かを検討するものである。以下、

第１に、経営判断の原則について概観し（後記

Ⅱ）、第２に、本件決定の上掲判示部分の根拠を

分析した上（後記Ⅲ）、第３に、銀行及び信用金

庫の現況並びに目的等の異同の観点から経営の

健全性確保の要請の程度を比較検討し（後記Ⅳ）、

第４に、信用金庫の特殊性として、信用金庫の

役割（中小企業金融の公共性）を検討し、円滑

化法の影響にも触れた後（後記Ⅴ）、結論を述べ

ることとしたい（後記Ⅵ）。 

 

 

 

 



 

Ⅱ 経営判断の原則 

 

１．一般論 

経営判断の原則とは、「経営判断の前提となる

事実認識の過程（情報収集とその分析・検討）

における不注意な誤りに起因する不合理さ」が

なく、かつ、「事実認識に基づく意思決定の推論

過程及び内容の著しい不合理さ」がない限り、

善管注意義務違反はなく、取締役は責任を問わ

れないとする考え方をいう(4)。 

取締役の業務執行は不確実な状況で迅速な決

断を迫られる場合が多いため、事後的・結果論

的な評価がなされると株主等の利益にならない

ことがあり得るので、このような原則について

議論されている(5)。 

 

２．金融機関への適用 

金融機関の経営者の注意義務については、学

説上、経営判断の原則が適用され得るものの、

一般の株式会社の経営者のものよりも一般的に

は高い水準が要求されるとする見解が多い。岩

原紳作教授は、その根拠を金融機関の業務の公

共性、具体的には銀行法１条１項の掲げる信用

の維持、預金者の保護及び金融の円滑に求めて

いる(6)。 

私見もこの見解に近いが、更に次のように分

析できないであろうか。 

銀行法１条１項は、銀行業務の公共性を前提

に、信用の維持すなわち信用秩序の維持、預金

者の保護及び金融の円滑を目的として掲げ、こ

れらの目的を実現するための具体的な政策課題

として、銀行経営の健全性を要求している(7)。 

ところで、銀行は株式会社である（銀行法４

条の２）から、銀行の取締役が注意義務を負う

相手方は、委任契約における委任者としての銀

行である（会社法３３０条、民法６４４条）。こ

の点は、信用金庫の理事についても同様である

（信用金庫法３３条、民法６４４条）。そして、

銀行の取締役には、注意義務の内容として、当

該銀行の経営の健全性を確保する義務がある。

銀行の取締役の任務懈怠により当該銀行の貸金

債権の回収が困難又は不可能となれば、①当該

銀行の経営の健全性が損なわれるだけではなく、

場合によっては、②預金の全額の払戻しが困難

又は不可能となり（預金者の保護）、③預金を原

資とする融資も困難又は不可能となる（金融の

円滑）ばかりか、④当該銀行の破綻により後記

Ⅲ２（３）で述べる（古典的な意味での）シス

テミック・リスクが顕在化するおそれもないと

はいえない（信用秩序の維持）。 

問題は、上記①～④の保護されるべき利益又

は防止すべき事態のどこまでが、銀行の取締役

の注意義務の程度に影響を及ぼす要素に含まれ

るかである。 

①の当該銀行自身の利益が当該要素に含まれ

ることに異論はないであろう。上記のとおり、

銀行の取締役は当該銀行に対して注意義務を負

っているからである。②の預金者の保護につい

ても、後記Ⅳ１（３）で述べるように、銀行の

資産・負債構成及び収益構造の主体は預金及び

これに基づく貸出であり、預金は銀行の収益確

保に必須のものであるから、銀行自身の利益に

密接に結びつくものとして当該要素に含まれる

といえる(8)。 

これに対し、③の金融の円滑については、預

金に基づき貸出をして初めて貸出利息が得られ

るのではあるが、銀行経営の健全性の確保によ

り預金者を保護すれば金融の円滑は結果として

実現されるという意味で、②の預金者の保護の

反射的な結果にすぎないともいえ、また、我が

国の経済の発展や中小企業の保護といった当該

銀行自身の利益を超えたマクロ的な観点も多分

に含まれる要請である（後記Ⅴ参照）。 

④についても、システミック・リスクの削減
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は、③以上に、第１次的には、当該銀行自身の

利益を超えたマクロ的な観点からの方策により

実現されるべきものである(9)。ただ、システミ

ック・リスクのようないわゆる外部性について、

単に当該銀行自身の問題を超えるものであると

いうことだけから、銀行の取締役の注意義務の

程度に一切影響を及ぼさないと断定できるか否

かは定かではなく、当該外部性の内容を個別に

検討することも有益であると思われる。そこで、

後記Ⅲ２（３）で本件決定を分析する際に、シ

ステミック・リスクの原因及び具体的なルート

の観点から、当該影響の有無及び程度等につい

て改めて検討することとしたい。 

このように考えると、①及び②については、

銀行の取締役の注意義務の程度に影響を及ぼす

要素に含まれるが、③及び（結論を先取りする

ようであるが）④については、当該要素にほと

んど含まれないといえる。そして、銀行法１条

１項では、上記のとおり、銀行経営の健全性に

より実現される目的が単に並列して列挙されて

いるが、上記の私見からすると、銀行経営の健

全性は、主として、銀行及び預金者の保護のた

めに要求されることとなる。したがって、銀行

の取締役の注意義務に高い水準を要求する根拠

は、主として銀行及び預金者の保護のために要

求される銀行経営の健全性の確保の要請にある

と解されることとなる。以下では、特に断りの

ない限り、「銀行経営の健全性」の文言をこの意

味で用いることとする。 

このような視座に立ち、以下、本稿の論点を

検討することとしたい。 

 

 

 

 

 

Ⅲ 本件決定の分析 

 

１．本件決定の規範部分 

本件決定は、「実質倒産状態にある企業に対す

る支援策として無担保又は不十分な担保で追加

融資」をした銀行の代表取締役である頭取が特

別背任罪に問われた商法違反被告事件に関する

ものであるが、銀行の取締役の注意義務に対す

る経営判断の原則の適用に係る規範部分（以下

「本件規範部分」という。）は次のとおりである。 

「…銀行の取締役が負うべき注意義務につい

ては、一般の株式会社取締役と同様に、受任者

の善管注意義務（民法６４４条）及び忠実義務

（平成１７年法律第８７号による改正前の商法

２５４条の３、会社法３５５条）を基本としつ

つも、いわゆる経営判断の原則が適用される余

地がある。しかし、銀行業が広く預金者から資

金を集め、これを原資として企業等に融資する

ことを本質とする免許事業であること、銀行の

取締役は金融取引の専門家であり、その知識経

験を活用して融資業務を行うことが期待されて

いること、万一銀行経営が破たんし、あるいは

危機にひんした場合には預金者及び融資先を始

めとして社会一般に広範かつ深刻な混乱を生じ

させること等を考慮すれば、融資業務に際して

要求される銀行の取締役の注意義務の程度は一

般の株式会社取締役の場合に比べ高い水準のも

のであると解され、所論がいう経営判断の原則

が適用される余地はそれだけ限定的なものにと

どまるといわざるを得ない。」 

 

２．本件規範部分の分析 

前記Ⅰで述べたように、本件決定は融資にお

ける注意義務の程度について一般の株式会社と

銀行とを比較したものであって、金融機関相互

の比較をしたものではないものの、本件規範部

分を分析することにより、融資における注意義



 

務の程度について銀行の取締役と信用金庫の理

事との間に相違があるか否かという本稿の論点

を検討する上で参考になる部分を抽出すること

ができるかもしれない。そこで、以下、（１）及

び（２）において前提事項を一瞥した上、（３）

において銀行の取締役の注意義務に高い水準を

要求する根拠として本件規範部分の掲げるもの

について分析することとする。 

（１）本件規範部分は特別背任罪における任務

違背の要件を検討したものであるので、任務違

背と善管注意義務違反との関係が問題となる。

刑法の謙抑性から任務違背は善管注意義務違反

よりも限定的な範囲で認められるにすぎないと

する見解(10)もあるが、善管注意義務違反が認め

られれば原則として任務違背を認めてよいもの

と解される(11)。 

（２）本件規範部分のうち「銀行の取締役の注

意義務の程度は一般の株式会社取締役の場合に

比べ高い水準のものである」との点に関し、注

意義務の高低を問題とすることに疑問を呈する

見解等もみられる(12)。しかし、注意義務違反を

具体的に認定する前段階の規範定立に係る作業

として、注意義務の高低を問題とすることは、

それ自体なお有意義であると解される。本件決

定においても、本件規範部分に続けて、同部分

を踏まえ、追加融資が許容されるための具体的

な基準を定立した上で、注意義務違反に係る事

実認定をしている。 

（３）本件規範部分では、銀行の取締役の注意

義務に高い水準を要求する根拠として、おおむ

ね、①銀行業が免許事業であること、②銀行の

取締役が金融取引の専門家であること及び③社

会一般への混乱防止を挙げている。 

①の銀行業が免許事業であることの根拠は、

一般に、銀行経営の健全性（ここではもとより、

信用秩序の維持及び金融の円滑の目的も含まれ

る。）を確保することにより、本件規範部分の判

示する預金者の保護及び金融の円滑に加え、信

用秩序の維持を図ることにあると解されている

(13)。②は銀行法７条の２第１項を踏まえた判示

であると思われるが、同項の根拠は銀行業務の

公共性にあると解されており(14)、銀行業務の公

共性は、上記①の根拠として掲げたものに具体

化されている（同法１条１項）。そうすると、上

記①及び②については、信用秩序の維持及び金

融の円滑というマクロ的な要請を正面から含め

るものと解される点で私見（前記Ⅱ２）とは一

部異なるものの、銀行経営の健全性の確保の要

請を含む趣旨であると解されるので、その限り

において私見と同旨であるということができる。 

③の判示を再掲すると、「万一銀行経営が破た

んし、あるいは危機にひんした場合には預金者

及び融資先を始めとして社会一般に広範かつ深

刻な混乱を生じさせること」とある。「広範かつ

深刻な混乱を生じさせる」対象として「預金者

及び融資先を始めとして」を掲げる部分は、預

金者の保護及び金融の円滑の要請を指すと思わ

れるが、上記①及び②と同様、金融の円滑とい

うマクロ的な要請を正面から含めるものと解さ

れる点で私見（前記Ⅱ２）とは一部異なるもの

の、銀行経営の健全性の確保の要請を含む趣旨

であると解されるので、その限りにおいて私見

と同旨であるということができる。 

他方、「広範かつ深刻な混乱を生じさせる」対

象として「社会一般」を掲げる部分には、シス

テミック・リスクの削減の要請が含まれ得ると

解されるが(15)、当該要請がどの程度含まれるの

かについては、本件規範部分からは判然としな

い。ここでは、システミック・リスクの削減の

要請が銀行の取締役の注意義務に高い水準を要

求する根拠として重視されるものか否かを改め

て検討したい（前記Ⅱ２参照）。これが肯定され

るのであれば、破綻した場合におけるシステミ

ック・リスクの顕在化の可能性が銀行よりも低
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いと思われる信用金庫(16)の理事の注意義務の

程度について、銀行の取締役に要求される注意

義務の程度よりも低く解することが許容される

可能性が生じるからである。 

システミック・リスクとは、古典的な意味で

は「資金（流動性）不足による支払い不履行が

原因となって、ひとつの銀行の破綻が他の銀行

の破綻を連鎖的にもたらす事態」をいうが、今

次の世界金融危機のように市場流動性の枯渇に

よる「市場型のシステミック・リスク」という

べき事態も発生し得る(17)。 

古典的・市場型を問わずシステミック・リス

クの発生原因には、一般に、a 資産価格の大幅

な下落、b 物理的障害による金融取引・決済の

遅延及び c市場の自己増幅的なダイナミックス

が挙げられ、また、とりわけ古典的な意味での

システミック・リスクの発生する具体的なルー

トとして、ⅰ心理的な連想に伴う預金の取付け、

ⅱインターバンク市場での直接的な与信の焦付

き及びⅲ時点ネット決済システムを通じる連鎖

的な波及が挙げられている(18)。 

しかし、a の典型例は大規模なバブルの崩壊

であるが、金融機関にとってもバブルの存在を

認識することは難しいとの見方もあり(19)、バブ

ルの存在を認識することを注意義務の内容に含

めることは困難な面がある。b 及びⅲに対する

方策として重要であるのは、決済システムの頑

健性である(20)。c についても、市場流動性の相

乗的な低下を意味するが、中央銀行による金利

引下げや流動性供給などにより解決されるべき

マクロ的な問題である(21)。ⅰについても、預金

保険制度等のマクロ的な観点の方策により解決

されるべき問題である。 

ただ、ⅱについては、システミック・リスク

の発生するルートの典型例であるところ、銀行

の企業に対する巨額の貸金債権の回収不能によ

り当該銀行の自己資本がき損され、そのことを

原因の一つとして、当該焦付きが生じる可能性

は否定することができない。銀行経営の健全性

を確保することにより、このような事態を回避

できる可能性が高まるともいえる。その意味で、

ⅱそれ自体は銀行間の決済の問題であり、銀行

の企業に対する貸付けとは事案が異なるものの、

銀行の取締役の注意義務の程度の論点と全く関

係がないわけではない(22)。 

このようにみると、ⅱについて述べた上記の

ような留保はあるものの、前記Ⅱ２で述べたよ

うに、やはり、システミック・リスクの削減に

ついては、第１次的にはマクロ的な観点の方策

により実現されるべきものであり(23)、銀行の取

締役の注意義務の程度に影響を及ぼす要素にほ

とんど含まれないといわざるを得ない。したが

って、システミック・リスクの削減の要請は、

銀行の取締役の注意義務に高い水準を要求する

根拠として、全く含まれないわけではないもの

の、少なくとも重視されるものではないと解さ

れ、「社会一般」を掲げた本件規範部分はそのよ

うに解釈すべきである。 

以上みたように、本件規範部分の掲げる①～

③のいずれの根拠についても、信用秩序の維持

及び金融の円滑というマクロ的な要請を正面か

ら含めるものと解される点で私見（前記Ⅱ２）

とは一部異なるものの、銀行経営の健全性の確

保の要請を含む趣旨であると解されるので、そ

の限りにおいて私見と同旨であるということが

できる。 

 

 

Ⅳ 経営の健全性確保の要請の比較 

 

銀行と信用金庫との間で経営の健全性の確保

の要請に相違があるとすれば、当該要請を根拠

とする注意義務の程度にも相違が生じる可能性

がある（前記Ⅱ２参照）。そこで、経営の健全性



 

確保の要請について銀行と信用金庫とを比較す

べく、以下、銀行及び信用金庫の現況（後記１）

並びに目的等の異同（後記２）について検討す

る。 

 

１．銀行及び信用金庫の現況(24) 

（１）銀行の現況(25) 

平成２１年度の全国銀行１２０行（単体）に

ついて、資産構造をみると、総資産約８１５兆

９７７２億円のうち貸出金は約４４９兆１８９

８億円と約５５．０％を占め、負債総額約７７

７兆５４９２億円のうち預金（積金を含む。）は

約５８８兆７４９１億円と約７５．７％を占め

ており、預貸率は７１．１％、預証率は３６．

７％であるが、損益構造をみると、経常収益約

１６兆１７２９億円のうち貸出金利息は約８兆

１４４８億円と約５０．３％を占めている。 

（２）信用金庫の現況(26) 

平成２１年度の全国２７２信用金庫について、

資産構造をみると、総資産約１２６兆４３８４

億円のうち貸出金は約６４兆１５７４億円と約

５０．７％を占め、負債総額約１１９兆９２８

５億円のうち預金積金は約１１７兆３８０６億

円と約９７．９％を占めており、預貸率は５４．

６％、預証率は２９．２％であるが、損益構造

をみると、経常収益約２兆５２９３億円のうち

貸出金利息は１兆５５１５億円と約６１．３％

を占めている。 

（３）このようにみると、金額の絶対額に相違

はみられるものの、銀行及び信用金庫のいずれ

についても、資産・負債構成及び収益構造の主

体は預金及びこれに基づく貸出であるため、経

営の健全性が強く要求されるといえ、資産・負

債構成及び収益構造について、両者の間に決定

的な相違があるとはいえない(27)。 

 

２．目的等の異同 

経営の健全性の確保の要請に相違をもたらし

得る要素の例として、目的（後記（１））、業務

（後記（２））、金融規制（後記（３））及び金融

検査・監督（後記（４））の異同が挙げられる。

そこで、これらの要素が銀行と信用金庫との間

で経営の健全性の確保の要請に相違をもたらす

要素であるといえるか否かについて、自己資本

比率規制の相違（後記（３）イ）を中心に検討

する。 

（１）目的 

銀行法１条１項は、同法の目的について、「こ

の法律は、銀行の業務の公共性にかんがみ、信

用を維持し、預金者等の保護を確保するととも

に金融の円滑を図るため、銀行の業務の健全か

つ適切な運営を期し、もつて国民経済の健全な

発展に資することを目的とする。」と規定してい

る。 

他方、信用金庫法１条は、同法の目的につい

て、「この法律は、国民大衆のために金融の円滑

を図り、その貯蓄の増強に資するため、協同組

織による信用金庫の制度を確立し、金融業務の

公共性にかんがみ、その監督の適正を期すると

ともに信用の維持と預金者等の保護に資するこ

とを目的とする。」と規定している。 

両法の目的は、信用の維持、預金者等の保護

及び金融の円滑を掲げる点で共通している。な

お、信用金庫法１条には銀行法１条１項にある

「健全」の文言がみられないが、預金者の保護

を目的とする以上、信用金庫の経営に健全性が

要求されるのは当然である（前記Ⅱ２参照）。 

（２）業務 

銀行は、固有業務（銀行法１０条１項）、付随

業務（同条２項）、他業証券業務等（１１条）及

び法定他業（１２条）を営むことができる(28)。

同法１０条１項は、銀行の固有業務として、「預

金又は定期積金等の受入れ」、「資金の貸付け又



信用金庫の理事の融資における注意義務 

は手形の割引」及び「為替取引」を掲げている。 

他方、信用金庫は、固有業務（信用金庫法５

３条１項・２項）、付随業務（同条３項）及び他

業証券業務等（同条６項）を営むことができる

(29)。同条１項は、信用金庫の固有業務として、

「預金又は定期積金の受入れ」、「会員に対する

資金の貸付け」、「会員のためにする手形の割引」

及び「為替取引」を掲げ、同条２項は、一定の

場合に会員以外の者に対する資金の貸付け等を

認めている。 

信用金庫においては資金の貸付け等の相手方

が原則として会員に限定されているものの、銀

行及び信用金庫の営みうる業務の範囲自体は、

おおむね共通しているといえる。 

（３）金融規制 

ア 経営の健全性の確保のため、自己資本比

率規制、大口信用供与規制及び株式保有規制が

設けられている点でも、銀行及び信用金庫は共

通している（銀行法１３条、１４条の２、信用

金庫法８９条１項、銀行等の株式等の保有の制

限等に関する法律３条）(30)。 

イ 自己資本比率規制の相違 

自己資本比率規制は、信用リスク、市場リス

ク及びオペレーショナル・リスクに係るリス

ク・アセットの合計額に占める自己資本の額の

比率を一定基準以上とすることを求める規制で

あり（銀行法１４条の２、５２条の２５、信用

金庫法８９条１項）、現在ではバーゼルⅡと呼ば

れている。当該一定基準は、海外に営業拠点を

有する銀行については国際統一基準が適用され

８％、信用金庫を含むその他の銀行等について

は国内基準が適用され４％とされている(31)。さ

らに、自己資本比率規制の強化及び流動性規制

の導入を柱とする金融規制改革パッケージ（バ

ーゼルⅢ）が平成２２年１１月ソウルでの２０

か国・地域首脳会合（Ｇ２０）により承認され

ており、国際統一基準行を中心に更なる資本の

強化が予定されている(32)。 

このようにとりわけ国際統一基準行と信用金

庫とでは適用される自己資本比率規制の比率が

異なるが、この相違は、信用金庫の理事の注意

義務の程度について、国際統一基準行の取締役

に要求される注意義務の程度よりも低く解する

ことを許容する根拠となるであろうか。 

前記Ⅱ２以降度々述べているように、銀行の

取締役の注意義務に高い水準を要求する根拠は、

銀行経営の健全性の確保の要請にある。自己資

本比率規制の目的も、銀行法１４条の２及び５

２条の２５の「銀行の業務の健全な運営に資す

るため」との文言にみられるように、第１次的

には、経営の健全性の確保にある。 

しかし、自己資本比率規制の目的は、それだ

けではない。すなわち、１９８８年のバーゼル

合意は、「国際業務に携わる銀行の自己資本充実

度に関する監督規制を国際的に統一化する」た

め、第１に、「国際銀行システムの健全性と安全

性の強化に資すること」、第２に、「国際業務に

携わる銀行間の競争上の不平等の要因を軽減す

ること」を基本的目的としていた(33)。２００４

年６月に公表されたバーゼルⅡは、「国際的に活

動する銀行の間で自己資本の充実に関する規則

が競争上の不平等の大きな原因とならないよう、

枠組の十分な整合性を維持しつつ、国際銀行シ

ステムの健全性と安定性を一段と強化するこ

と」を基本的な目標としている(34)。さらに、バ

ーゼルⅢは、「銀行セクターが金融および経済危

機、その他の原因によって引き起こされるショ

ックを吸収する能力を高め、金融セクターから

実体経済に波及するリスクを軽減させること」

を目的としており(35)、「国際銀行システムの健

全性と安全性の強化」を一層推し進めるもので

ある。システム上重要な金融機関（ＳＩＦＩｓ）

のうち国際的な相互連関性等の観点から特に重

要なＧ－ＳＩＦＩｓについては、バーゼルⅢを



 

超える自己資本の強化等が予定されている(36)。 

このようにみると、バーゼル合意及び一連の

改正等は、各銀行の経営の健全性の確保という

ミクロ的な観点とともに、「国際銀行システムの

健全性と安全性の強化」というマクロ的な観点

からも、自己資本比率規制を加えるものである

と評価することができる(37)。そうすると、単純

化しすぎる嫌いはあるが、自己資本比率規制の

うち国内基準の部分は主として銀行経営の健全

性の確保を、国際統一基準のうち国内基準を超

える部分は主としてシステミック・リスクの削

減などの「国際銀行システムの健全性と安全性

の強化」を目的としているといえないであろう

か(38)。 

このように解することができるのであれば、

銀行の取締役の注意義務に高い水準を要求する

根拠は銀行経営の健全性の確保の要請にある

（前記Ⅱ２）のであるから、国際統一基準行と

信用金庫との間の自己資本比率規制における比

率の相違は、信用金庫の理事の注意義務の程度

について、国際統一基準行の取締役に要求され

る注意義務の程度よりも低く解することを許容

する根拠とはならないこととなる(39)。 

（４）金融検査・監督 

ア 金融検査においては、「預金等受入金融機

関に係る検査マニュアル」（平成２２年９月最終

改正）が用いられている。経営の健全性につい

ては同マニュアルのうちとりわけ自己資本、信

用リスク及び資産査定の各管理態勢の確認検査

用チェックリストがあり、中小企業に対する融

資に関するものとして「金融検査マニュアル別

冊〔中小企業融資編〕」（平成２１年１２月最終

改正）があるが、いずれも銀行及び信用金庫に

共通して用いられている。 

イ 金融監督においては、主要行等について

は、「主要行等向けの総合的な監督指針」（平成

２２年７月最終改正）（以下「主要行等監督指針」

という。）があり、経営の健全性については、同

指針のうち「Ⅲ－２財務の健全性等」などに定

められている。他方、信用金庫を含む中小・地

域金融機関については、「中小・地域金融機関向

けの総合的な監督指針」（平成２２年６月最終改

正）（以下「中小監督指針」という。）があり、

経営の健全性については、同指針のうち「Ⅱ－

２財務の健全性等」などに定められている。 

主要行等監督指針には主要行等の規模の大き

さ等に応じた定めがあるが、中小監督指針にお

いては適宜主要行等監督指針に準じることとさ

れており（Ⅰ－３－４－２）、両指針の枠組みは

基本的に共通するといってよい。 

（５）このようにみると、自己資本比率規制の

相違はみられるものの、銀行及び信用金庫は、

その目的、業務、金融規制及び金融検査・監督

について、おおむね共通している。自己資本比

率規制についても、国内基準の限度では共通し

ているといえる。 

したがって、これらの要素は、いずれも銀行

と信用金庫との間で経営の健全性の確保の要請

に相違をもたらす要素であるとはいえない。 

 

３．小括 

以上みたように、銀行及び信用金庫の現況並

びに目的等の異同のいずれの観点からも、銀行

と信用金庫との間で経営の健全性の確保の要請

に相違があるとはいえない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



信用金庫の理事の融資における注意義務 

Ⅴ 信用金庫の役割（中小企業金融の

公共性） 

 

１．信用金庫の役割（中小企業金融の公共

性） 

（１）前記Ⅳ２（１）でみたように、信用金庫

法１条は同法の目的として「国民大衆のために

金融の円滑を図り、その貯蓄の増強に資する」

ことを掲げているが、このうち「国民大衆のた

め」の部分は、信用金庫が中小企業及び一般大

衆のための専門機関であることを明らかにする

趣旨であると解されている(40)。この趣旨から、

信用金庫の会員資格は限定されており（同法１

０条）、前記Ⅳ２（２）でみたように、資金の貸

付け等の相手方が原則として会員に限定されて

いる（同法５３条１項・２項）。 

そして、中間報告書においても、協同組織金

融機関の本来的な役割が「相互扶助という理念

の下で、中小企業及び個人への金融仲介機能を

専ら果たしていくこと」であるとされ、「期待さ

れる機能」として、中小企業金融(41)を筆頭に、

中小企業再生支援、生活基盤支援、地域金融支

援(42)及びコンサルティングの各機能が掲げら

れている。 

（２）それでは、信用金庫がこのような機能を

求められていること、とりわけ中小企業金融（以

下、地域金融支援を含む意味でこの文言を用い

ることとする。）の公共性が、信用金庫の理事の

注意義務の程度について、銀行の取締役に要求

される注意義務の程度よりも低く解することを

許容する根拠となるであろうか。もとより銀行

も中小企業金融を行っているが、上記のように

中間報告書において指摘された中小企業金融に

おける信用金庫の役割の重要性にかんがみ、信

用金庫には銀行とは異なる役割が課せられてい

るとも思われるので、特に信用金庫について検

討することとしたい。 

裁判例には、信用金庫の理事の善管注意義務

違反を否定する根拠の一つとして、中小企業金

融及び中小企業再生支援の公共性を掲げるもの

もみられる(43)。銀行に関する見解であるが、中

小企業金融の公共性が銀行の取締役の注意義務

の程度を軽減すると解することを前提に、銀行

経営の健全性との利益の衝突を指摘する見解も

みられる(44)。 

しかし、信用金庫についても、銀行と同様、

当該信用金庫及びその預金者の保護のため、経

営の健全性の確保が強く要求されている（前記

Ⅱ２、Ⅳ１及び２（１）参照）。周知のとおり、

融資の基本原則として、安全性、収益性、成長

性、流動性、公共性などがいわれているが、安

全性こそが「他のすべての原則に優先する鉄則」

であり(45)、このことは銀行であると協同組織金

融機関であるとを問わず妥当する(46)。 

そもそも、中小企業金融の公共性には、信用

金庫と貸出先中小企業との間の個々の債権関係

といったミクロ的な側面に加え、中小企業の保

護及び地域経済の活性化といったマクロ的な観

点から検討されるべき政策的な要素が含まれて

いると考えられる(47)。そうであるとすれば、信

用金庫の理事の注意義務の程度の論点を検討す

るに当たり、中小企業金融の公共性を考慮する

のは困難な面がある（前記Ⅱ２参照）。 

仮にこれを考慮する見解に立ったとしても、

例えば、地域金融支援の機能に関し、１９８１

年度から２００６年度にかけて「地域の産業構

造変化と信用金庫の中小企業向け貸出との乖離

が拡大した」旨の近時の調査結果(48)もみられ、

考慮の余地には限界があろう。 

なお、繰り返しになるが、中間報告書で指摘

されているように、中小企業金融において、信

用金庫は極めて重要な役割を果たしている。あ

くまで本稿で検討する論点との関係で、その重

要性が（理論的に）考慮されないというにとど



 

まる。 

以上より、信用金庫に求められる中小企業金

融の公共性は、信用金庫の理事の注意義務の程

度について、銀行の取締役に要求される注意義

務の程度よりも低く解することを許容する根拠

とはならないと解される。 

 

２．本稿の論点に対する円滑化法の影響 

各論の最後に、本稿の論点に対する円滑化法

の影響の有無について簡単に触れておきたい。

円滑化法３条は、「金融機関は、中小企業者に対

する信用供与については、当該中小企業者の特

性及びその事業の状況を勘案しつつ、できる限

り、柔軟にこれを行うよう努めるものとする。」

と規定している。 

同条は、「できる限り」及び「行うよう努める

ものとする」との文言にみられるように、金融

機関に対し、あくまで努力義務を課したにすぎ

ない(49)ので、融資における注意義務の程度を軽

減する根拠となるものではない(50)。そもそも、

円滑化法は、「金融機関」（同法２条１項）に対

して適用されるものであって、信用金庫につい

てのみ適用されるものではない。 

したがって、いずれの観点からも、円滑化法

３条は、融資における注意義務の程度について

銀行の取締役と信用金庫の理事との間に相違が

あるか否かという本稿の論点とは関係がないこ

ととなる。なお、前記Ⅰで円滑化法の実績に触

れたのは、上記１の中小企業金融における信用

金庫の役割の重要性を例示するためにすぎない。 

 

 

Ⅵ 結論 

 

以上みてきたように、信用金庫についても、

銀行と同様、当該信用金庫及びその預金者の保

護のため、経営の健全性の確保が強く要求され

る。他方、中小企業金融の公共性は、信用金庫

の理事の注意義務の程度について、銀行の取締

役に要求される注意義務の程度よりも低く解す

ることを許容する根拠とはならない。したがっ

て、融資における注意義務の程度について、銀

行の取締役と信用金庫の理事との間に相違はな

く、一般の株式会社の取締役と比べると、いず

れも同程度に高い水準が要求される。 

 

 

＜ 注 ＞ 

※本稿に記載のデータは、いずれも平成２３

年２月２８日現在のものである。経済学及び金

融論等に関する筆者の能力不足により、本稿に

は多分に誤りがあり得るが、より正確な又は発

展的な論稿については他日を期したい。なお、

本稿中私見を述べる部分は、筆者の所属する組

織等の意見を示すものではなく、あくまで個人

的な見解にすぎない。 

（1） 最判平成２０年１月２８日裁判集民２２

７号４３頁（判時１９９７号１４３頁。北海

道拓殖銀行栄木不動産事件）、同日裁判集民２

２７号１０５頁（判時１９９７号１４８頁。

同銀行カブトデコム事件）、最決平成２１年１

１月９日刑集６３巻９号１１１７頁（判時２

０６９号１５６頁。同銀行特別背任事件）、最

判同月２７日判時２０６３号１３８頁（四国

銀行事件） 

（2） 金融審議会金融分科会第二部会協同組織

金融機関のあり方に関するワーキング・グル

ープ「中間論点整理報告書」（平成２１年６月２９日） 

（3） 金融庁「中小企業金融円滑化法に基づく

貸付条件の変更等の状況について」（別紙１）

（平成２２年１２月２７日公表）。この資料の
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うち、「地域銀行」とは地方銀行、第二地方銀

行及び埼玉りそな銀行をいい、「信用金庫」に

は信金中央金庫の計数を含む。なお、円滑化

法は平成２３年３月３１日までの時限立法で

あったが（同法附則２条１項本文）、同年１月

２５日、１年間延長する旨の改正案が閣議決

定された上、国会に提出された。 

(4) 東京地方裁判所商事研究会編・類型別会社

訴訟〔第二版〕Ⅰの２４２頁〔佐々木宗啓＝

森岡泰彦。飯畑勝之改訂〕（判例タイムズ社、

２００８） 

(5) 江頭憲治郎・株式会社法第３版４３３頁以

下（有斐閣、２００９）、落合誠一・会社法要説

９１頁以下（有斐閣、２０１０）参照 

(6) 岩原紳作「金融機関取締役の注意義務－会

社法と金融監督法の交錯－」落合誠一先生還

暦記念・商事法への提言２１２頁以下（商事

法務、２００４） 

(7) 小山嘉昭・詳解銀行法５５頁（金融財政事

情研究会、２００４） 

(8) 小山・前掲(7)５５頁では、「銀行経営の健

全性とは、預金者への責務が十分に果たせる

ように銀行経営者が将来の諸々の事態、特に

楽観を許さないような事態を想定し、事前に

資産上の備えをするなど、万全の態勢を敷く

ことを要請する理念である。」と、同５３頁で

は、「銀行法は銀行の経営基盤を確立し、銀行

の資産内容の健全性を確保し、銀行の健全経

営を通じて預金者保護を図るという立法目的

に基づいて制定されている。」と述べられてい

る。 

ただ、預金者の保護には、預金を通じた資

金決済機能等も含まれると解される（岩原・

前掲（6）２１３頁以下参照）ので、当該銀行

自身の利益を超えたマクロ的な観点が含まれ

ていないわけではない。本文の各所で述べる

ことから分かるように、預金者の保護、金融

の円滑、銀行経営の健全性や中小企業金融の

各概念には、いずれもミクロ及びマクロの両

観点が混在しており、本文の以下で述べる分

析は、あくまで試論の一つにすぎない。 

(9) 「金融取引におけるフィデューシャリー」

に関する法律問題研究会「金融取引の展開と

信認の諸相」金融研究２９巻４号２１０頁（日

本銀行金融研究所、２０１０）でも、「…業法

上の規制違反に当たらない取締役の行為につ

いて、銀行業の外部性（筆者注：ここでは、

システミック・リスクを指す。）の内部化とい

った当該銀行の利益を超えた利益を勘案して、

銀行に対する責任の成否を考えてよいかとい

うことは、必ずしも自明ではない。」と指摘さ

れている。なお、外部性（externality）とは、

「ある当事者の行為が、何らかの基準となる

状態と比較して、他人の厚生に影響を与え、

または与える可能性がある」ことをいう（ス

ティーブン・シャベル（田中亘＝飯田高訳）・

法と経済学８８頁（日本経済新聞出版社、２

０１０））。 

(10) 髙山佳奈子「金融機関経営者の刑事責任

－特別背任罪を中心に－」金法１９１１号２

３頁（２０１０） 

(11) 品田智史「本件判批」刑事法ジャーナル

２２号１１７頁（２０１０）参照 

(12) 札幌高判平成１８年３月２日判時１９４

６号１２８頁（拓銀エスコリース事件）、森田

果「わが国に経営判断原則は存在していたの

か」商事１８５８号４頁以下（２００９）、「金

融取引におけるフィデューシャリー」に関す

る法律問題研究会・前掲(9)２０９頁以下、小

塚荘一郎「判批」金法１９０５号２１頁（２

０１０）参照 

(13) 小山・前掲(7)６８頁以下。この文献では、

本文に掲げた根拠のほか、銀行経営が公共性

に反しないよう人的構成についてもあらかじ



 

め審査する必要があることも挙げられている。 

(14) 小山・前掲(7)９３頁 

(15) いずれも本件規範部分の解釈としてでは

なく、システミック・リスク削減の要請を銀

行の取締役の裁量の幅を狭める要素としてと

らえる見解として、森田・前掲(12)９頁以下、

当該見解のうち業法上の規制が不十分な場合

に限定するものとして「金融取引におけるフ

ィデューシャリー」に関する法律問題研究

会・前掲(9)２１０頁参照 

(16) 杉田・後掲(18)において、システミック

リスクの助長・促進要因として「（１）規模、

（２）相互連関性（金融ネットワークへの影

響）、…（５）異分野における金融機関破たん

の相関性」が挙げられている点及び本文Ⅳ１

参照 

(17) 白川方明・現代の金融政策－理論と実際

２９９頁・３９７頁（日本経済新聞出版社、

２００８）。なお、今次の世界金融危機及びそ

の対応については、金融審議会金融分科会基

本問題懇談会「金融審議会金融分科会基本問

題懇談会報告～今次の金融危機を踏まえた我

が国金融システムの構築～」（平成２１年１２

月９日）のほか、池尾和人「金融危機とその

後の対応－経済学的視点から－」金法１９０

３号１８頁、岩原紳作「世界金融危機と金融

法制」同号２７頁、神田秀樹「金融危機後の

法整備」ジュリ１３９９号２頁（いずれも２

０１０）参照 

(18) 白川・前掲(17)２９９頁・３０４頁以下。

なお、杉田浩治「システミックリスクの発生

を如何にして防ぐか（ＳＩＦＭＡ－米国証券

業金融市場協会－の提案）」証券レビュー５０

巻９号４１頁以下（日本証券経済研究所、２

０１０）では、システミックリスクの助長・

促進要因として、「（１）規模、（２）相互連関

性（金融ネットワークへの影響）、（３）流動

性、（４）少数の取引先や商品への集中、（５）

異分野における金融機関破たんの相関性、

（６）瞬時的連鎖、（７）群集的行動、（８）

同方向取引の殺到、（９）レバレッジ」が挙げ

られている。 

(19) 白川・前掲(17)４０７頁 

(20) システミック・リスクの顕在化の防止の

ためには、①「個々の参加者が抱えている未

決済残高の規模を抑制すること」、②「参加者

間の決済の相互依存性（Interconnectedness）

に応じた対応策をとること」及び③「主要な

決済機能が損なわれた場合の代替可能性を高

めておくこと」の３点が特に重要であるとい

われている（白川方明「頑健な決済システム

の構築に向けて」－金融情報システムセンタ

ー２５周年記念講演－）６頁以下（２００９

年１１月１３日））。①に関し、銀行間の資金

決済について、日本銀行の運営する「日本銀

行金融ネットワークシステム」（以下「日銀ネ

ット」という。）では、本文ⅲの時点ネット決

済システムに替わり、２００１年１月にＲＴ

ＧＳ（Real Time Gross Settlement。即時グ

ロス決済）が導入され、現在、次世代ＲＴＧ

Ｓプロジェクトが２段階で進められており、

さらに、２０１３年以降、最新の情報処理技

術の採用等を含む新たな日銀ネットが構築さ

れる予定である（白川・前掲(17)１６３頁以

下、日本銀行「決済システムレポート２００

９－国際金融危機への対応と新たな取組み」

３３頁以下（２０１０年１月）参照）。なお、

外国為替決済においては、２００２年以降、

ＣＬＳ銀行により多通貨同時決済が行われて

いるが（白川・前掲(17)３４１頁以下参照）、

このシステムは、今次の世界金融危機におい

て「国際的な金融ショックの増幅を抑制する

防波堤として機能した」（白川・上掲３頁）と

評価されている。 
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(21) 白川・前掲(17)３０９頁以下 

(22) ただ、本文Ⅳ２（３）アで述べる大口信

用供与規制が遵守されている限り「巨額の貸

金債権」が生じる可能性は低く、同イで述べ

る自己資本比率規制を超える自己資本を各銀

行及び信用金庫が積んでいる現状（後掲(39)

参照）を踏まえると、本文にいうⅱと銀行の

取締役の注意義務の程度の論点との関係は極

めて薄いといえる。 

(23) 岩原・前掲(6)２２０頁以下、川口恭弘「事

業の公益性と取締役の責任」商事１７４０号

１２頁（２００５）、吉井敦子「銀行取締役の

融資判断にかかる善管注意義務」民商１３９

巻１号９６頁以下（２００８）、システミッ

ク・リスクの削減におけるマクロプルーデン

スの視点の重要性を強調するものとして、白

塚重典「中央銀行の政策運営におけるマクロ

プルーデンスの視点」９頁以下（日本銀行金

融研究所Discussion Paper No.2011-J-2、２

０１１年２月）参照。杉田・前掲(18)５３頁

以下でも、「システミックリスクの規制当局に

期待される役割と考えられる組織構造」とし

て、「マクロプルーデンシャル規制・監督」及

び「ＳＩＦＩｓ（金融システム上重要な金融

機関）の監督」が挙げられている。なお、杉

田・前掲(18)５３頁以下の訳者注でも触れら

れているが、２０１０年７月に成立したアメ

リカのいわゆるドッド＝フランク法では、シ

ステミック・リスク監督当局として、金融安

定 監 督 評 議 会 （ Financial Stability 

Oversight Council）が設置された（松尾直

彦・Ｑ＆Ａアメリカ金融改革法－ドッド＝フ

ランク法のすべて４４頁以下（金融財政事情

研究会、２０１０）参照）。 

法と経済学の観点からも、規制、差止め、

責任ルール、矯正税及び補助金などの、取引

が成立し得ない場合における外部性を制御す

るための法的「…ルールのいずれが相対的に

有効であるかは、すぐれて事案の文脈に依存

…」し、例えば、 「工場の燃料使用による大

気汚染」の場合、 「…責任ルールは、被害者

が損害を発見し誰がそれを起こしているかを

知ることが困難であるために、うまく機能す

るとは期待できないかもしれない。 」といわ

れている（スティーブン・シャベル・前掲（９）

１１６頁） 。大気汚染とシステミック・リス

クとでは事案が異なり、本稿で問題とする責

任の性質も、不法行為責任ではなく契約責任

である。しかし、加害者の特定の困難性の点

では両者は共通するので、システミック・リ

スクについても、責任ルールでは有効に制御

できない可能性があるといえる。 

(24) 本文Ⅳ１の分析手法について、神吉正三

「信用金庫理事長の融資業務管理責任に関す

る意見書」龍法４０巻３号７１９頁以下（２

００７）、鹿野嘉昭・日本の金融制度（第２版）

３５３頁以下・３８１頁（東洋経済新報社、

２００６）参照 

(25) 全国銀行協会「全国銀行財務諸表分析（平

成２１年度決算）」による。全国銀行１２０行

の内訳は、都市銀行６行（みずほ、三菱東京

ＵＦＪ、三井住友、りそな、みずほコーポレ

ート、埼玉りそな）、地方銀行６４行、地方銀

行Ⅱ（第二地方銀行協会加盟の地方銀行）４

２行、信託銀行６行（三菱ＵＦＪ信託、みず

ほ信託、中央三井信託、住友信託、野村信託、

中央三井アセット信託）、新生銀行、あおぞら

銀行である。なお、預貸率は（貸出金÷（預

金＋譲渡性預金＋債券））×１００により、

預証率は（有価証券÷（預金＋譲渡性預金＋

債券））×１００により計算される。 

(26) 信金中央金庫（地域・中小企業研究所）

「全国信用金庫概況（２００９年度）」による。 

(27) ただ、預貸率をみると、銀行が７１．１％、



 

信用金庫が５４．６％と、銀行の方が相応に

高い。本件規範部分も、本文Ⅲ１で引用した

ように、銀行の取締役の注意義務に高い水準

を要求する根拠の一つとして、「…銀行業が広

く預金者から資金を集め、これを原資として

企業等に融資することを本質とする…」こと

をあえて判示している。そこで、預貸率の相

違を根拠の一つとして、銀行の取締役の方が

信用金庫の理事よりも高い水準の注意義務が

要求されるとする見方もないとはいえないで

あろう。 

(28) 小山・前掲(7)１１３頁以下、鹿野・前掲

(24)３５８頁以下、全国銀行協会金融調査部

編・図説わが国の銀行（２０１０年版）１５

７頁（財経詳報社、２０１０）参照 

(29) 内藤加代子ほか編著・逐条解説信用金庫

法１７８頁以下（金融財政事情研究会、２０

０７）、鹿野・前掲(24)３９０頁以下、前掲(2)

中間報告書別添表１「信用金庫・信用組合の

業務範囲の主な変遷」参照 

(30) 全国銀行協会金融調査部編・前掲(28)２

０８頁・２２４頁、鹿野・前掲(24)３７６頁

以下参照。ただ、信用金庫に関しては、銀行

等の株式等の保有の制限等に関する法律にお

いて「銀行等」に含まれるのは「全国を地区

とする信用金庫連合会」のみである（同法２

条４号）。 

(31) 「銀行法第十四条の二の規定に基づき、

銀行がその保有する資産等に照らし自己資本

の充実の状況が適当であるかどうかを判断す

るための基準」（平成１８年金融庁告示第１９

号）、「銀行法第五十二条の二十五の規定に基

づき、銀行持株会社が銀行持株会社及びその

子会社の保有する資産等に照らしそれらの自

己資本の充実の状況が適当であるかどうかを

判断するための基準」（同第２０号）、「信用金

庫法第八十九条第一項において準用する銀行

法第十四条の二の規定に基づき、信用金庫及

び信用金庫連合会がその保有する資産等に照

らし自己資本の充実の状況が適当であるかど

うかを判断するための基準」（同第２１号）。

全国銀行協会金融調査部編・前掲(28)２０８

頁以下、鹿野・前掲(24)１２６頁以下参照。 

なお、前掲(25)の全国銀行１２０行のうち

国際統一基準行の数は、平成２１年度では１

５行である（全国銀行協会「全国銀行の平成

２１年度決算の状況（単体ベース）」（平成２

２年６月３０日））。 

(32) いわゆるバーゼルⅢテキストの和訳につ

き、全国銀行協会事務局「バーゼルⅢ：より

強靭な銀行および銀行システムのための世界

的な規制の枠組み（仮訳案）」、同「バーゼル

Ⅲ：流動性リスク計測、基準、モニタリング

のための国際的枠組み（仮訳案）」（いずれも

２０１１年１月２０日） 

(33) 和訳につき、バーゼル銀行監督委員会「自

己資本の測定と基準に関する国際的統一化

（金融庁仮訳）」（１９８８年７月（１９９８年４

月までの改定を反映））の「はじめに」１・３ 

(34) 和訳につき、Ｇ１０中央銀行総裁・銀行

監督当局長官「自己資本の測定と基準に関す

る国際的統一化：改訂された枠組（金融庁仮

訳）」（２００４年６月）の「序文」４ 

(35)全国銀行協会事務局・前掲(32)「バーゼル

Ⅲ：より強靭な銀行および銀行システムのた

めの世界的な規制の枠組み（仮訳案）」第１項 

(36) 全国銀行協会事務局・前掲(32)「バーゼ

ルⅢ：より強靭な銀行および銀行システムの

ための世界的な規制の枠組み（仮訳案）」第３

２項参照。なお、金融審議会金融分科会基本

問題懇談会・前掲(17)のＰＤＦ版１１頁・１

７頁以下でも、市場発の金融危機の再発防止

策の一つとして、「いわゆるシステム上重要な

金融機関に対する適切な規制･監督」が挙げら
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れている。 

(37) とりわけバーゼルⅢでは、「銀行レベルや

ミクロ健全性、規制を強化する改革は、スト

レス期における個別行の強靭性を向上させる。

また、マクロ健全性にも焦点をあて、銀行セ

クターにおいて積上がる可能性のあるシステ

ム全体のリスクや、これらのリスクが次第に

プロシクリカルに増幅することに対処する。

明らかに、これらのミクロ、マクロ健全性の

金融規制監督アプローチは相互に関連してお

り、個別銀行レベルの強靭性の向上がシステ

ム全体のショックのリスクを軽減するからで

ある。」と述べられている（全国銀行協会事務

局・前掲(32)「バーゼルⅢ：より強靭な銀行

および銀行システムのための世界的な規制の

枠組み（仮訳案）」第６項）。同第７項では、

「…プロシクリカリティや金融機関の相互連

関性に起因するシステミック・リスクを抑制

するべく、自己資本規制の枠組みにマクロ健

全性の要素を導入する。」と述べられている。

自己資本比率規制の目標について、預金保険

制度や金融機関の破綻処理法制と並び、シス

テミック・リスクのような負の外部性に対処

し、信用秩序を維持することにあるとする見

解もみられる（谷澤満「自己資本比率規制」

ジュリ１４１２号３２頁（２０１０））。なお、

自己資本比率規制に関するものではないが、

金融審議会金融分科会基本問題懇談会・前掲

(17)のＰＤＦ版１１頁・１６頁以下でも、市

場発の金融危機の再発防止策の一つとして、

「マクロ健全性の観点からの規制・監督の充

実」が挙げられている。 

(38) もちろん、国内基準の比率の中にも、シ

ステミック・リスクに対応するための部分は

含まれ得る。しかし、市場型のシステミック・

リスクの事例ではあるが、システミック・リ

スクの典型例として挙げられる「ブラック・

マンデー」の株価の大幅な下落（１９８７年）、

ロシア危機及び大手ヘッジファンド（ＬＴＣ

Ｍ：ロング・ターム・キャピタル・マネジメ

ント）の破綻（１９９８年）やサブプライム・

ローン問題発生（２００７年）（白川・前掲(17)

２９９頁）は、いずれも国際的なシステミッ

ク・リスクである。１９９０年代以降の我が

国の景況については、「…バブルの崩壊に伴う

不良債権の増加を主因に金融システムは不安

定化したが、預金者が元本を失いシステミッ

ク・リスクが全面的に広がるというような事

態だけは何とか回避された。」（白川・前掲(17)

３８２頁）との評価もあり、我が国における

システミック・リスクの発生事例は、少なく

とも近時はみられないといえる。 

ただ、バーゼルⅢでは、自己資本の質も問

われることとされている（全国銀行協会事務

局・前掲(32)「バーゼルⅢ：より強靭な銀行

および銀行システムのための世界的な規制の

枠組み（仮訳案）」第７項以下）ので、単純に

比率のみで区分することが困難であることは

否定することができない。 

(39) なお、現実にも、平成２１年度の自己資

本比率の平均を比較すると、国際統一基準行

１５行（単体）は１４．２３％、全国２７２

信用金庫は１２．３４％であり（前掲(25)及

び(26)の資料による。）、大きな違いはないと

いえる。 

(40) 内藤ほか編著・前掲(29)１４頁。なお、

信用金庫及び信用金庫法の沿革については、

同４頁以下、長野幸彦監修・社団法人全国信

用金庫協会編・信用金庫読本〈第７版〉８０

頁以下（金融財政事情研究会、２００３）参

照 

(41)前掲(2)中間報告書「検討の視座」（２頁）、

１（２）（４頁）。現実にも、平成２１年１２

月現在の中小企業向け貸出残高をみると、国



 

内銀行の１７７．６兆円に次ぎ、信用金庫は

４２．８兆円と第２位を占めている（２０１

０年版中小企業白書（平成２２年４月２７日）

付属統計資料１３表「金融機関別中小企業向

け貸出残高」）。商工会議所等を対象とする中

小企業金融に関する近時のアンケート調査結

果においても、中小企業への融資姿勢に対す

る積極的評価の割合について、業態別にみる

と、政府系金融機関に次ぎ、協同組織金融機

関が第２位を占めている（金融庁「中小企業

金融に関するアンケート調査結果の概要」別

紙２「金融機関の融資動向等に関するアンケ

ート調査結果の概要」Ⅱ１（１）（平成２２年

１０月１日））。 

(42) 中小監督指針Ⅱ―５「地域密着型金融の

推進」、Ⅴ―２「信用金庫及び信用協同組合に

おける地域密着型金融の取組みに係る留意

点」参照。なお、社団法人全国信用金庫協会

の発行する信用金庫業界の機関誌『信用金庫』

では、信用金庫法制定６０周年を迎えた２０

１１年の１月号（６５巻１号）で「地域活性

化を成功に導く方法」が特集されている（同

号１６頁）ほか、「シリーズ『地域社会の持続

的発展に向けて』」の連載が同年２月号（同巻

２号）で５４回を重ね（同号２６頁）、「シリ

ーズ『地域活性化しんきん運動』推進事例」

の連載が２０１０年１２月号（６４巻１２号）

で４６回を重ねている（同号６２頁）。 

(43) 信用金庫の理事の善管注意義務違反を否

定する理由の一つとして、東京高判平成２０

年１２月３日判例集未登載（ＬＬＩ／ＤＢ判

例秘書登載：ＩＤ番号０６３２０６３０）は、

「…信用金庫の、地域の中小企業や個人が会

員となり互いに相互扶助を目的とする金融機

関という性格上、当時の状況においては、長

年取引のあったＢ１を安易に破綻させたとし

て、社会的批判を浴びるおそれもあった…」

ことを、広島高裁岡山支部判平成２０年１０

月３０日判例集未登載の原審である岡山地判

平成１９年３月２７日判タ１２８０号２４９

頁は、「…Ａ造船の倒産を防止し，これを再建

させるために被告信金が本件各融資を行った

ことは、単にＡ造船の救済というだけではな

く、地元産業の維持、発展や地域経済にも寄

与する側面を有していたということができる

のであって、その意味で、本件各融資は、信

用金庫としての被告信金存立の目的に沿うも

のであった…」こと及び「…安全性の原則を

過度に重視するあまり、上記回収可能性を的

確に把握した上、担保をフルカバーする安全

な融資を常に要求したのでは、十分な担保を

持たないことが多い中小企業を主たる顧客と

し、地元産業の発展に寄与することが求めら

れる被告信金の存在意義を失いかねない…」

ことを掲げている。 

(44) 森田章（司会）「シンポジウム取締役の義

務と責任」私法６８号６７頁〔川口恭弘発言〕

（２００６） 

(45) 髙橋俊樹・〔新金融実務手引シリーズ〕融

資審査〔第２版〕３頁以下（金融財政事情研

究会、２００９）。岩原・前掲(6)２２０頁以

下参照。銀行に関する事案であるが、前掲(1)

の最判平成２０年１月２８日（北海道拓殖銀

行カブトデコム事件）も、当該事件における

第１融資について、「…当時拓銀が採用してい

た企業育成路線の一環として行われたもので

あったことを考慮しても…」、善管注意義務違

反がある旨判示している。同事件の原審の評

釈である岩原紳作「銀行融資における取締役

の注意義務〔下〕－カブトデコム事件高裁判

決を中心として－」商事１７４２号１０頁（注

１９）（２００５）参照 

(46) 信用組合に関する事案である大阪地判平

成１２年５月２４日判時１７３４号１２７頁
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の評釈として、岩原紳作「判批」ジュリ１２

２０号１３４頁（２００２）では、「非営利法

人たる協同組織金融機関といえども収支合い

償うという意味での収益性は挙げる必要があ

り、金融機関としての厳格なリスク管理が必

要なことは銀行と変わらない…」と指摘され

ている。 

また、近時、信用金庫を含む中小・地域金

融機関を主な担い手としてリレーションシッ

プバンキング（地域密着型金融）の機能の強

化が図られているが（金融審議会金融分科会

第二部会「リレーションシップバンキングの

機能強化に向けて」（平成１５年３月２７日）、

同「地域密着型金融の取組みについての評価

と今後の対応について－地域の情報集積を活

用した持続可能なビジネスモデルの確立を

－」（同１９年４月５日）参照）、前者の報告

書においても、「…中小・地域金融機関におい

ても健全性の確保が求められるのは当然であ

り、コミットメントコスト（筆者注：同報告

書では、「金利水準からは正当化できない信用

リスクの負担」、「地域における悪評の発生（レ

ピュテーショナルリスク）を恐れた問題の先

送り」及び「採算性を離れたサービスの提供」

が掲げられている。）の負担がリレーションシ

ップバンキングの当然の前提であるといった

認識は改め…」る必要があると指摘され（同

報告書２（５））、後者の報告書においても、

協同組織金融機関における不良債権の処理に

関し、「…まずは適切な償却・引当により金融

機関の健全性を確保しつつ、事業再生・中小

企業金融の円滑化や地域活性化など、地域密

着型金融の取組みを進めることによって問題

解決を図ることを基本とすることが適当であ

る。」と指摘されている（同報告書「（補論）

協同組織金融機関について」１）。同様の指摘

として、中小監督指針Ⅱ―４「地域貢献」参

照 

(47) 本文（１）で述べたように、信用金庫法

１条の「国民大衆のため」の部分について、

信用金庫が中小企業等のための専門機関であ

ることを明らかにする趣旨であると解されて

いることのほか、中小企業基本法３条、円滑

化法１条等参照 

(48) 峯岸直輝「地域の産業構造と信用金庫の

業種別貸出の変遷－信用金庫の企業向け貸出

ポートフォリオは地域の産業構造から大幅に

乖離へ－」信金中金月報４５８号１９頁以下

（信金中央金庫、２０１１）。その主な要因と

して、「…①小売店が、中小零細商店からロー

ドサイド型の大型店舗・チェーン店舗・ネッ

ト通販などへシフトし、商店街・中心市街地

が衰退する一方で、信用金庫では対応しきれ

ない小売店の業態に変化した、②企業の業務

効率化などで、事務や製造の外部委託、派遣

労働者の活用など、アウトソーシング関連の

サービス業が台頭したものの、事務所向けサ

ービス業への貸出を十分に開拓できなかった、

③都市部では、ソフトウェア業などの情報サ

ービス業が拡大したが、高度な知識が求めら

れる IT 関連などの技術系産業に貸出ないし

審査体制が対応できていない…」ことが挙げ

られている（同４２頁）。 

(49) 川村英二「金融円滑化の概要と金融機関

のとるべき対応」銀法７２１号６頁以下（２

０１０）参照。なお、亀井静香金融担当大臣

（当時）は、第１７３回国会衆議院本会議（平

成２１年１１月１７日）において、「…金融機

関に対して事実上の強制にわたるのではない

かという御指摘でございますが、自由主義経

済社会であります。個人と個人との契約関係

等について国家権力が強制的に介入をしてい

くべきでないということは当然のことであり

ます。」と述べている（同会議録４号８頁）。 



 

(50) 吉田桂公「金融円滑化対応と善管注意義

務」金法１８９９号８６頁以下（２０１０）、

神吉正三「銀行取締役の注意義務再論（２）」

龍法４１巻４号８１３頁以下（２００９）参

照 

 

 


